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１．高等教育における公財政支出
（１）国民負担率と公財政支出の現状（国際比較）

● 日本は「国民負担率」は中位に位置する一方で、「教育費の対ＧＤＰ比率（公的負担分）」は最低位にある。
● 教育費、とりわけ高等教育への公的教育支出の拡充が望まれる。
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出典 対所得国民負担率：『日本の財政関係資料（令和元年10月 財務省）』 教育費の対ＧＤＰ比率（公的負担分）：ＯＥＣＤ
ＯＥＣＤ加盟国のうちルクセンブルクを除く。いずれも2016（平成28）年の数値。

国民負担率（対国民所得比）と教育費の対ＧＤＰ比率（公的負担分）【ＯＥＣＤ各国】

教
育
費
の
対
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
率
（
公
的
負
担
分
）

％

国民負担率（対国民所得比） ％



１．高等教育における公財政支出
（２）高等教育機関に係る学生一人当たりの公財政支出と私費負担の現状（国際比較）

● 学生数の約８割を占める私立大学の学生一人当たりの公財政支出は、わずか15万円で最下位である。また、日本私立学校
振興・共済事業団「平成 30 年度 私立大学等経常費補助金交付状況の概要」では、「大学」の学生一人当たり補助金の平均
額は15.3万円となっている。

● 研究経費を度外視しても、国立大学生は、54万円を納付して248万円相当の教育を受けている（平成30年度）。
● 私立大学生は、120万円の学納金に対して135万円相当の教育しか受けることができていない。私立大学生の家庭は国立大
生に対する公財政支出の一部を負担しており、納税者間に著しい不平等を生じさせている。

● 公財政支出に係る国私間格差は約13倍に上る。私立大学への公的教育支出の拡充が望まれる。 2
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１．高等教育における公財政支出
（３）教育費の公的負担と労働生産性（国際比較）

● 教育費の対ＧＤＰ比率（公的負担分）が高ければ労働生産性が高いという正の相関関係がある。
● 公的教育支出の拡充はわが国の労働生産性の向上に資する。
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２．学生の修学支援
（１）学費負担の現状
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出典：日本学生支援機構「学生生活調査」

家庭の年間平均収入額千円

● 国立大学生の家庭の年間平均収入額（841万円）は、私立大学生の家庭の年間収入額（834万円）を上回っている。
受験準備のための経費の差が反映しているものと推測される。

● 夫婦の予定子ども数が理想子ども数を下回る理由として、最も多いのは「子育てや教育にお金がかかりすぎる」であり、
とくに妻の年齢35歳未満の層では８割前後の高い選択率となっている。少子化対策のためにも私立大学の学生に対する公財
政支出による支援が必要である。



 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

【高等教育の無償化導入後】 

例）A大学理工学部の場合（授業料約 160万円） 

制 度 授業料減免  高等教育の無償化 

年収要件 ～841 万円  0～270 万円 ～300 万円 ～380 万円 

国からの支援額 80 万円  70 万円 47 万円 23 万円 

大学の負担額 80 万円  90 万円 113 万円 137 万円 

 

２．学生の修学支援
（２）大学等における新修学支援制度と授業料減免制度
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● 高等教育の無償化が導入され、その対象範囲（年収380万円まで）の支援が令和元年度までの授業料減免制度から除
外されることにより、授業料の高い学部によっては、国の支援が低くなり、大学の負担が増すことになる。

令和元年度までの
授業料減免制度



３．私立大学の現状と国私間格差
（１）学生一人当たり経常的経費（教育研究経費＋管理経費＋人件費）とその源泉、教職員数
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学生一人当たり
経常的経費（教育研究経費＋管理経費＋人件費）

とその源泉

204万円万円 308万円

※教育研究費、管理経費、人件費は、「文部科学統計要覧」による（平成27年度）。
※公財政支出は、国立大学は「国立大学法人等の決算等（文部科学省Ｗｅｂサイト）」、
私立大学は「今日の私学財政」による（平成27年度）。

※授業料等は、国立大学は標準授業料、私立大学は「学生納付金等調査（日本私立大団体
連合会」による（平成27年度）。

● 学生一人当たり経常的経費（教育研究経費＋管理経費+人件費）は、国私間で104万円の差が生じている（平成27年度）。
● 経常的経費を賄う源泉は、「その他（≒自助努力）」がほぼ同額であるのに対し、「公財政支出」は私立大学は国立大学
の約12分の１、「授業料等」は2.2倍である。
● 公財政支出の格差は、学生一人当たりの本務の教員数や職員数の差（約２分の１）に反映されている。
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私立大学等の研究設備、施設・装置への補助の推移

教育・研究装置等の整備（当初予算） 私立大学等教育研究活性化設備整備事業

私立大学等経常費補助金

億円億円

※ 「教育・研究装置等の整備」には、他局計上分及び高校以下分を含む。
※ 私立大学戦略的研究基盤形成支援事業分、私立大学研究ブランディング分、私立大学等改革総合
支援事業分、私立大学病院の機能強化（利子助成）分を含む。

※ 補正予算は含まない。

● 令和２年度当初予算、補正予算ともに学生一人当たりの公財政支出には国私間で大きな格差が生じている。
● 施設、設備等の予算は、この10年間で、118億円から61億円と48％減少している。
● 私立大学は経常費補助だけでなく、研究設備や施設・装置への補助についても減少傾向にある。

３．私立大学の現状と国私間格差
（２）学生一人当たり令和２年度当初予算と補正予算、研究設備、施設・装置への補助の推移
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令和２年度当初予算並びに補正予算における
学生一人当たり公財政支出の国私間比率と額

※学生数は令和元年度の数値

単位：万円

学生一人当たり（単位：万円） 全体（単位：百万円）

国立 私立 国立 私立

当初予算 １次補正 ２次補正 計 当初予算 １次補正 ２次補正 計 当初予算 １次補正 ２次補正 計 当初予算 １次補正 ２次補正 計

運営費交付金、経常費補助金 178.2 0.1 0.7 179.0 13.5 0.0 0.4 13.9 1,080,672 394 4,507 1,085,573 290,695 295 9,420 300,411

施設整備費補助金 11.0 0.7 0.0 11.7 0.5 0.0 0.0 0.5 66,869 3,952 0 70,822 10,873 275 0 11,147

設備整備費補助金 0.5 0.8 0.0 1.2 0.0 0.0 0.0 0.0 2,799 4,700 0 7,499 0 0 0 0

情報機器整備費補助金 0.0 0.4 0.2 0.6 0.0 0.5 0.3 0.8 0 2,426 1,124 3,550 0 10,597 5,583 16,179

研究推進費補助金 0.0 0.0 0.0 0.0 0.5 0.0 0.0 0.5 0 0 0 0 9,958 0 0 9,958

附属病院経営安定特別対策事業費補助金 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0 0 254 254 0 0 0 0

計 189.7 1.9 1.0 192.5 14.5 0.5 0.7 15.7 1,150,340 11,472 5,885 1,167,697 311,526 11,166.5 15,003 337,695



● 消費税率が10%に引き上げられると、私立大学法人全体として約1,330億円の負担増となる。
● とりわけ医・歯系を設置する大学への影響は深刻である。税率が10%に引き上げられた場合、1法人当たりの負担額は約

32億円と経営に大きなダメージを与える。

私立大学法人全体の負担増額

10%時

1,330億円

負担増

８%時

782億円

負担増

5%時

※医・歯系大学：医学部または歯学部を設置する大学

（出典）日本私立学校振興・共済事業団『消費税増税の影響について（負担
増試算）』（8%時:平成25年度決算額、10%時：平成28年度決算額）
より作成

（出典）日本私立大学連盟『消費税問題検討プロジェクト最終報告』(平成
25年3月)・『消費税問題に関するプロジェクト報告書』（平成29年
3月）より作成

医・歯系大学の負担額（１法人当たり）
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３．私立大学の現状と国私間格差
（３）消費税の引き上げがもたらす影響
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（単位：万円）

● 私立大学は政府による財政負担（費用）の10.1倍の便益を政府にもたらしているとの試算もある（国立大学は1.9倍）。
● さらに、家計による負担（費用）と、政府による負担（費用）と、それにより得られる受益（便益）の関係性を収益率
法により試算した結果によると、私立大学は、財政的収益率（9.6％）＞社会的収益率（6.7％）＞私的収益率（6.4％）
となり、個人に帰属する便益よりも政府に帰属する便益のほうが大きくなっている〔国立大学は、私的収益率（7.4％）＞
社会的収益率（6.0％）＞財政的収益率（2.3％）〕。

※１ 直接費用：学生一人当たりの国庫補助投入額 ※２機会費用：高卒者の４年間の所得から推計した税収入
※ （参考）は、便益／費用の単純な倍率

出典：『大学の条件』（2015）矢野眞和著より

【 国私別の費用（４年間）と便益（男子／65歳まで：割引率ゼロ）】

【３つの内部収益率 】

私的収益率：家計の費用負担額と税引き後の生涯便益の関係

財政的収益率：政府の費用負担額と税収入額の増加による生涯税便益の関係

社会的収益率：家計と政府の費用総計額と税引き前の生涯便益の関係

４．私立大学の社会的便益
（１）私立大学の経済的・社会的効果

国立大学 私立大学

家計 政府 計 家計 政府 計

直接費用 ※１ 216 600 816 480 60 540

機会費用 ※２ 977 65 1,042 977 65 1,042

便益 7,122 1,258 8,380 7,122 1,258 8,380

（参考） 6.0倍 1.9倍 4.9倍 10.1倍

国立大学 私立大学

私的収益率 7.4 6.4

財政的収益率 2.3 9.6

社会的収益率 6.0 6.7

（単位：％）
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４．私立大学の社会的便益
（２）国家試験等合格者、オリンピック入賞者等の国公私比較

● 国家試験等の合格者、オリンピック等においても、私立大学はわが国の社会に大きく貢献している。
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㉚技術士国家試験合格者

㉛知事
㉜市長

㉝国会議員
㉞上場会社役員数

㉟上場会社トップ数

私立大学 国立大学 公立大学 その他

出典 ①～⑧、⑫～㉚：「大学ランキング」（2015～2017）〔朝日新聞出版〕 ㉛～㉝：「2019 大学ランキング」〔朝日新聞出版〕
㉞～㉟：「役員四季報（2018年版）」〔東洋経済〕 ⑨～⑪：（公財）日本オリンピック委員会Webサイトに基づき作成
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５．わが国の研究開発費等の現状
―政府負担割合、電子ジャーナルの高騰、負担構成割合

● わが国における研究開発費の政府負担割合は著しく低い。
● 私立大学における電子ジャーナル購読経費は、ここ13年間で3.8倍に高騰している。
● 私立大学における研究開発費は、約９割が「自己資金」である（国立大学は９割強が「政府」）。

11
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私立大学の電子ジャーナル購読経費の推移

出典：文部科学省「学術情報基盤実態調査」に基づき、私大連事務局が作成。
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外国0.1%
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企業等 政府 私立大学 非営利団体 外国

研究開発費の負担構成割合（2017〔令和29〕年度）

出典：文部科学省科学技術・学術政策研究所、「科学技術指標2019」をもとに私大連事務局が加工・作成


